
SUSTAINABILITY
サステナビリティ

地球温暖化や海洋汚染など地球環境問題の深刻化、サプライチェーン上の人権問題、また、新型コロナウイルス感染症の長期化や地政
学的リスクの高まりなど、先行き不透明感が増すなか、社会構造や消費行動が大きく変わろうとしています。このような環境において、企
業には、社会課題の解決と事業成長を両立するサステナビリティ経営が求められています。当社グループは、「CSV：Creating Shared 
Value（共通価値の創造）」への取り組みを通じて、サステナビリティ経営を推進し、お客様、従業員、お取引先様などすべてのステークホ
ルダーの「Well-Being Life」を実現していきます。

サステナビリティ

サステナビリティ推進体制
　当社グループは、環境や人権を含む社会課題に関する具体的な取り組み方針を、
業務執行の最高意思決定機関である「グループ経営会議」で協議・決議しています。
グループ経営会議で協議・決議された事項は、代表執行役社長の諮問機関である「サ
ステナビリティ委員会」で全事業会社に共有するとともに、同委員会で各社が策定し
た実行計画の進捗モニタリングを行っています。また、取締役会では、グループ経営会
議およびサステナビリティ委員会で協議・決議された内容の報告を受け、論議・監督を
行っています。

「Well-Being Life （心身ともに豊かなくらし）」の実現
　当社グループは、2021年度からスタートした中期経営計画において、ステークホル
ダーの皆様の「Well-Being Life」の実現を掲げました。
　当社グループが考えるWell-Being Lifeとは、従来の物質的、経済的豊かさに加え、
精神的（知的、文化的）、身体的、社会的豊かさ、そして、それらを取り巻く環境的豊かさ
を実現した「心身ともに豊かなくらし」です。当社は、ステークホルダーの皆様とふれあ
う場を大切にしながら、Well-Being Lifeの実現に向けた取り組みを進めています。

役員報酬ポリシーとの連動
　当社グループは、2021年4月スタートの中期経営計画の策定に
あわせて役員報酬ポリシーを改定し、業績連動株式報酬の非財務
指標として、次の2項目を設定しました。

① Scope1･2温室効果ガス排出量　40％削減（2017年度比）
②  女性管理職比率の引き上げ　26％ 

（①②いずれも2023年度末時点）
これらの項目は、マテリアリティの2023年KPIとも連動しており、
目標達成に向けた経営陣の責任を明確化しました。

 2021年度 

4月 ・  Scope3排出量削減に向けたお取引先
様との取り組み

 ・  2021年度お取引先様アセスメント（人
権含む）実施概要

 ・  サステナビリティ方針の改定
 ・  グループ全体の2020年度進捗
9月 ・  外部講師講演「ESG情報開示の重要性」
 ・  お取引先様アセスメント（人権含む）の

実施
 ・  グループ全体の2021年度上期進捗

 2022年度 

4月 ・  外部講師講演「ESG・サステナビリティ
経営」

 ・  2022年度実行計画
 ・  女性活躍推進プロジェクトの進め方
 ・  2021年度お取引先様アセスメント（人

権含む）結果の説明
 ・  グループ全体の2021年度進捗
5月 ・  外部講師講演「経営戦略としてのダイ

バーシティ」

グループビジョンのゴール Well-Being Lifeの実現に向けた視点
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サステナビリティ委員会の主な議題

7つのマテリアリティ 長期目標一覧　

マテリアリティ リスクと機会 指標 2030年度目標 
（一部2050年目標含む） 2023年度目標 2021年度実績と主な取り組み

 環 境 
脱炭素社会の実現

リスク
  環境配慮型製品の需要増等、
マーケット変化への対応遅れに
よる成長機会の喪失
  再生可能エネルギー由来電力
使用量の増加による調達コスト
の増加
  環境課題や消費行動の多様化
への対応遅れによるレピュテー
ションの低下

機会
  小売業の事業モデルの抜本的
な変革による再成長
  サーキュラー型ビジネスへの新
規参入による新たな成長機会
の拡大
  環境配慮型製品・サービスの
需要増への対応による収益の
拡大

Scope１･２温室効果
ガス排出量

◎2050年度ネットゼロ
  60％削減（2017年度比）   40％削減（2017年度比）

  Scope1・2排出量36.7％削減（2017
年度比）
  再エネ比率20.3％（再エネ電力量
62,156MWh）

事業活動で使用する
電力に占める再生可
能エネルギー比率

  60%   40%

創エネルギー

  新電力事業会社との協業
による再 生 可 能 エネ ル
ギーの自家発電・自家消
費の拡大

  新電力事業会社との協業
による再 生 可 能 エネ ル
ギーの自家発電の導入

 環 境 
サーキュラー・ 
エコノミーの推進

廃棄物排出量（食品
含む）   50％削減（2019年度比）   15％削減（2019年度比）

  廃棄物排出量11.9％削減（2019年度
比）
  エコフリサイクル回収量：

 累計1,101t
  ファッションサブスクリプション事業
「アナザーアドレス」の開始（大丸松坂
屋百貨店）

エコフリサイクル回収
量累計   累計3,000ｔ   累計1,500ｔ

リサイクル・リユース

  お取引先様やお客様との
協働による、使用済み製
品のリサイクルや再製品
化の拡大

  お取引先様やお客様との
協働による、使用済み製
品のリサイクルや再製品
化の実現

シェアリング･サブスク
リプション・アップサイ
クル等事業

  お取引先様との協働によ
るシェアリング・アップサイ
クル等事業のシェア拡大

  お取引先様との協働によ
るシェアリング・アップサイ
クル等事業への新規参入

 環 境   社 会 
サプラチェーン 
全体のマネジメント

リスク
  製品・サービス調達の不安定化
  人権侵害など社会課題への未
対応によるレピュテーションの
低下

機会
  製品・サービスの安定的な調達
  強靭なサプライチェーン構築に
よる事業のレジリエンス強化

Scope3温室効果ガス
排出量 

◎2050年度ネットゼロ
  40％削減を目指す(2017
年度比）

  10％削減（2017年度比）
  Scope3排出量17.3％削減（2017年
度比）
 アセスメント実施：

 回答率40.6％・浸透率60％
  お取引先様説明会実施（大丸松坂屋
百貨店）（2022年4月）
  JFRお取引先様行動原則共有（パルコ）
  人権アセスメント実施
  2022年度人権リスク特定

JFRお取引先様行動
原則の浸透

  アセスメント回答率95％・
浸透率100％

  アセスメント回答率80％、
浸透率25％

人権が尊重される事
業活動

  お取引先様と従業員の人
権が尊重される事業活動
の定着

  人権デューデリジェンスの
取り組み拡大

  従業員への人権教育実施
率100％

 社 会 
ダイバーシティ＆ 
インクルージョンの
推進

リスク
  組織の競争力低下、優秀な人
財の流出や人財獲得競争での
劣後

  従業員のモチベーション低下
  従来の組織体制の保持による
成長の停滞

機会
  組織の生産性向上、優秀人財
の獲得
  従業員のエンゲージメント、組
織力の向上

  事業戦略の推進、イノベーショ
ンの 創 出 による企 業 価 値 の 
向上

女性管理職比率   労務構成比と同様の50％
を目指す   26％  女性管理職比率21.3％

  障がい者雇用率2.66％（2021年6月
時点）
  アンコンシャスバイアスアンケート実施
（従業員対象）
 ダイバーシティ研修（管理職対象）
   「同性パートナーシップ規則」「性別移
行支援休暇」「LGBT相談窓口」新設
  LGBTに関するeラーニング実施（従
業員対象）
  ハラスメントアンケート実施（従業員
対象）

定年延長   70歳定年を目指す   65歳定年導入の事業会社
拡大

障がい者雇用率   3.0％   2.6％

ダイバーシティの企業
文化醸成

  ダイバーシティ＆インク
ルージョンから生まれる多
様な能力の発揮による事
業成長の実現
  多様なお客様への売場・
商品・サービスの展開

  ダイバーシティ＆インク
ルージョンの従業員の浸
透率100％
  LGBT等多様なお客様へ
の売場・商品・サービスの
展開

 社 会 
ワークライフ・ 
インテグレーションの
実現

育児・介護離職率   0％   1.0％未満   育児介護離職率1.4％
  男性育児休職取得率43.6％
  テレワーク制度の拡充として、勤務場
所の選択肢の拡大（JFR本社は自宅
以外も可）
  副業の拡大（JFR本社・パルコ）
  社内協業（20％ルール）制度導入（パ
ルコ）
  J.フロント リテイリング健康宣言策定

男性育児休職取得率   性別問わず100％   100％

働き方   いつでもどこでも働ける
組織による生産性の向上

  いつでもどこでも働ける
組織構築への制度・評価
の定着

従業員満足度   80％   60％

 社 会 
お客様の健康・ 
安全・安心なくらしの
実現

リスク
  消費者ニーズとのアンマッチに
よる顧客離反
  頻発する自然災害・疫病によ 
る店舗休業などの販売機会の
喪失

機会
  新規マーケットの創造
  消費者の価値観の変容を捉え
た製品・サービスの開発
  エシカル消費に関心の高い顧
客層の獲得

エシカル消費   ライフスタイル全般におけ
るエシカル消費の拡大

  食品安全と環境保全に関
する認証商品の取り扱い
強化スタート   認証取得製品の販売

  ウェルネスやエシカル 商品を扱う
ショップの誘致
  エシカルイベントの開催
  医療ウェルネスモール「Welpa（ウェ
ルパ）」開業（心斎橋PARCO）
  ショールーミングスペース「明日見世」
を開設（大丸東京店）
  催事・ギフトセンターのバーチャル化
   「JFR新型感染症対応マニュアル」 
制定

心と身体の健康

  エンタテインメント事業や
ウェルネス事業の拡大に
よる生活の彩りの提供と
新たな顧客体験の創出

  伝統文化やアート、カル
チャーなどのエンタテイン
メント事業の領域拡大
  ウエルネス事業の立ち上げ

サステナビリティ活動
へのお客様認知度・
共感度

  80％   30％

BCP・防災・防疫

  最新テクノロジーによる、
防災･防疫に対応したレジ
リエンスの高い店づくりと
健康に配慮した快適な空
間の提供

  BCPの高度化と防疫対策
の強化
  デジタルを活用したコミュ
ニケーションによる非接触
での顧客接点の強化

 社 会 
地域社会との共生

リスク
  都心立地の従来型商業施設の
集客力低下

機会
  都市機能の分散化に対応した
事業展開

地域開発
  文化や歴史をはじめとする地域の特徴をいかした街の
魅力向上、街の賑わい創出に資する開発

  店舗のCSV化（サステナビリティ化）の横展開
  地域共生の取り組み「Think LOCAL」
（大丸松坂屋百貨店）、クラウドファン
ディング「BOOSTER」（パルコ）の 
実施
  地方活性化に向けた産学連携協定
  市立図書館の開設（大丸須磨店）

地域コミュニティとの
連携

  行政、教育機関、NGO・NPOとの連携による地域活性化
の推進
  地産地消などローカリティコンテンツの発掘・発信による
地域活性化の推進

取締役会

代表執行役社長

サステナビリティ推進部
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経営会議
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